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1人当たりの年間平均消費量の推移をみると、1965 年の 45.2 キロから増加し、1973 年には 54.6 キロ
のピークに達したが、その後後退に転じ 2006 年には 27.5 キロにまで減少している。一方、消費支出
をみると、日本における生鮮果実に対する家計支出は、増加傾向にあった時期（1973〜1992）と減少
傾向にある時期（1992〜2006）という 2つの時期に区分することができる。日本では、それぞれの果
 
 
 
物が異なる消費特性や需要傾向を持つため、果物の消費量の変化は異なるパターンを示す。した
がって、価格と支出弾力性を理解することによって、各果物の経済特性を理解することが重要と
なる。 
 本研究では、このような課題認識に基づき、最初に、日本の家庭で消費される食品中における
生鮮果実の位置づけを明確にするために統計データを用いて食料消費パターンの解析を行なっ
た。そして、家庭消費における果物の位置づけは、価格弾力性のない段階から、強い価格弾力性
と所得非弾力性を持つように変化していること、他の食品群との交差価格弾力性から、果物は米、
パン、麺類、魚介類、肉、野菜の代替財であること、その他穀物、乳製品、菓子類、油脂類、ア
ルコール、飲料の補完財としての性質が強いことを示した。 
 続いて、果実消費における国内の地域性を検証するために、国内の県庁所在地等を含む主要 49
都市を対象として需要予測を行った。そして、各都市を対象として需要の潜在的な増加/減少割合
を算出し、14 の生鮮果実について時系列データの比較を行って、日本の果物消費が価格の影響を
非常に強く受けていること、家計における果物消費に関する支出が減少していることを明らかに
した。この研究の一環として、東京都民の生鮮果実消費行動の分析を面接調査データに基づいて
実施し、首都圏における消費者の生鮮果実の消費行動にみられる特徴を明らかにした。 
 さらに、生鮮果実の中の熱帯果実に着目し、日本人世帯における需要特性を検討した。そして、
国内果実と比較して熱帯果実の価格弾力性は低いこと、アボガドとバナナを除いて、他の熱帯果
実は支出弾力性が１を上回っており、国内果実と比較しても奢侈財として位置づけられているこ
とを明らかにした。また、この研究の一環として、熱帯果実の主要な輸出国である発展途上国に
おける熱帯果実の需要を明らかにする目的で、マレーシアを対象として考察した。その結果、マ
レーシアにおける熱帯果実の需要は相対的に価格・所得弾力性が高く、先進国、とりわけ日本に
おける生鮮果実の需要分析の結果と同じ状況を示していることを明らかにした。すなわち、支出
弾力性は輸入果実で高い値を示すとともに、都市部の住民は輸入果実の購入が多いこと、世帯員
数の大きい世帯、高齢者は生鮮果実をより多く購入すること、世帯主の教育水準が高い世帯では、
国内の熱帯果実の消費が少ないこと、マレー系、インド系住民は低所得のために生鮮果実の消費
が少ないことを示した。 
 
